別紙１

防災減災・低炭素化自立分散型エネルギー設備等導入推進事業実施計画書
	事業名
	＊事業内容が表される固有の事業名を簡潔に記載すること。

	事業実施の団体名
	＊（共同事業者があるときは代表事業者）

	事業実施の担当者
	事業実施の代表者＊

＊申請書頭紙の代表者名と同一であること。

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）＊

＊事業実施の代表者と同じ地方公共団体又は法人の所属であること。
（社外のコンサルタント等は不可）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	事業の主たる実施場所
	＊　実際に補助事業を行う施設

	共同事業者
（共同実施の

場合のみ）
	団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	役職名
	電話・FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	＜事業の目的・概要＞

	【目的】
【概要】


	＜導入施設＞

	【防災拠点等としての機能】

（１）施設の防災目的（※複数選択可。該当する場合チェック欄にレ点でチェックを入れること。）

□防災拠点　　　　□避難施設　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（２）地域防災計画等（既に発出・発行されている公的な文書・図書を含む）において、防災拠点・避難施設等に指定
されている、或いは指定される予定の施設である。（該当するいずれかのチェック欄にレ点でチェックを入れること。）

· 地域防災計画に指定されている

· 地域防災計画に指定される予定である

（３）具体的な計画・文書等の名称（※根拠となる資料を添付すること。）について記載すること。

　名称：

（４）施設の名称及び収容人数について記載すること。

　施設名称：　　　　　　　　　

　収容人数：

（５）既に自家発電設備が設置されている。

· 　（←該当する場合、チェック欄にレ点でチェックを入れること。）

【耐震性の有無】（該当する場合、チェック欄にレ点でチェックを入れること。）

□昭和56年6月1日以降の建築確認を得て建築された建築物

□昭和56年5月31日以前の建築確認を得て建築された建築物のうち、耐震診断の結果「耐震性を有する」診断された建築物

□耐震改修整備を実施した建築物

【地域特性について】（複数選択可。該当する場合、チェック欄にレ点でチェックを入れること。）

※内閣府による「中山間地等の集落散在地域における孤立集落発生の可能性に関する状況フォローアップ調査（平成
26年度）」や地方公共団体が定めるハザードマップ等において該当する（レ点でチェックを入れた）場合には、根拠
となる資料を添付すること。

□孤立可能性集落

□土砂災害危険性地域に想定される地域

□浸水被害危険性地域に想定される地域

□その他災害に関する被害が想定される地域



	＜設備導入の区分＞

	＊本事業に該当する設備導入について、該当する場合、チェック欄にレ点でチェックを入れること。複数回答可）。
□①防災減災に資する再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備及びコジェネレーションシステム
□②省エネルギー設備（※上記区分①の設備と併せて導入する場合に限る）
□③上記区分①及び②に付帯する設備(※上記区分①及び②の設備と併せて導入する設備)



	＜事業の内容＞

	【設備の導入に関する事項】

（①概要）
＊導入する設備等に関する説明や技術的な特徴を（複数の設備を導入する場合は、設備ごとに）記載し、事業を
実施することで、エネルギー起源CO2の削減にどのように資するかについて記載する。その上で、仕様、規模、
数量、新規・更新の別、価格、システム全体図等を添付提出する。

＊対象設備の要件を満たす設備であることを明確に記載すること。

＊対象施設等に対して、災害時においても自立分散型の安定したエネルギー供給を効率的に行う機能を有すること
を明確に記載すること。
＊設備等の規模が合理的かつ妥当な規模であることを明確に記載すること。
（②事業実施場所の地図）
＊市区町村域内における事業実施位置が分かる地図を挿入すること。複数設備の導入の場合もできる限り１枚の
　地図におさめること（縮尺も明示すること）。
（③設備導入により発生するエネルギーに係る供給エネルギーの使途に関する事項）
＊設備導入により発生するエネルギーについて、供給先のエネルギーの使途、一日当たりのエネルギー使用量、
及び一日または季節的なエネルギー使用量の変化等について記載する。その際、エネルギー需給バランスを示す
こと等により、設備の導入が適していることや、対象事業の実施量が過大でないことを示すこと。

【設備の導入実績】（該当するいずれかのチェック欄にレ点でチェックを入れること。）

□当該自治体内で補助対象設備を初めて導入する

　□当該自治体内で他の施設には補助対象設備を導入したことがあり、当該施設には新たに設備を導入する
□上記のいずれにも該当しない


	＜CO2削減効果＞


	国税庁の法定耐用年数表より、各設備について該当する数値を用いる。
【確認事項】
事業開始後に上記のCO2削減の達成が難しい見込みとなった場合は、CO2削減効果の計算の過程での計算ミスなど
が理由であっても、交付決定後も補助金の全部又は一部が受給できなくなったり、補助金の一部を返還する必要が
生じたりすることもあり得ることを承諾の上、本計画を提出します。
注：よって、CO2削減効果の算定に当たっては、一定の安全率を見込むことは可。

チェック欄
· （←内容を確認し、承諾する場合、左欄に「レ点」でチェックを入れること。）


	＜事業の普及性＞

	＊事業に関する積極的な公表・公開、情報発信の内容及び方法について具体的に記載する(予定も可)。
＊当該事業を通じて、今後地域での施策・取組をどのように展開させていくのか、また、地域への貢献策（他施設や
他の自治体への水平展開や地域住民への副次的効果などの普及啓発を含む）について、具体的に記載する。



	＜平時における役割＞

	＊設備を導入する施設について、平時における施設等の果たす他用途かつ副次的効果等への活用方法や継続的かつ適切
な保守管理・活用をしていくための方法について記載すること。



	＜実施体制等＞

	【事業の実施体制】

＊事業の実施体制について、事業進捗管理や経理等の体制を含め記載する。
【地方公共団体との連携状況・連携体制】申請者が地方公共団体以外である場合に記載。
＊地方公共団体と連携体制を構築している（予定含む）ことについて、その概要を記載した上で、当該地方公共団体
がそのことを確認する旨を含む文書（別紙３地方公共団体推薦書）を添付する。
【事業終了後の維持管理体制及びCO2削減効果計測体制】

＊事業終了後における設備の保守点検管理を含めた維持管理体制及びCO2削減効果計測体制について記載する。
【資金計画】

＊事業に要する経費を支払うための資金の調達先・調達額（予定を含む）を記載する。
・補助金
・借入金（調達先・調達額）
・自己資金



	＜事業実施に関連する事項＞

	【他の補助金との関係】
＊当該補助金以外の国の補助金等への応募状況等を記載する。該当がない場合は「該当なし」と記載する。
＊本補助金の交付を受ける際には他の補助金の交付を辞退していただくことが必要となる場合がある。
【確認事項】
本補助金の交付を受けた設備等について、固定価格買取制度による売電は行いません。
　チェック欄
☐（←内容を確認の上、レ点でチェックを入れること。）
【許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項に関する進捗状況について】
＊事業遂行上必要な、許認可、権利関係等関係者間の調整が必要となる事項などの進捗状況について記載する
（例：水利権に係る利害関係者との調整、系統連携に係る電力会社との調整）。該当が無い場合は、「該当なし」と
記載する。
【環境等への影響に関する事項】
＊事業実施により環境問題等を引き起こさないことの説明を、事業内容等を勘案し記載する。例えば地中熱であれば
「地中熱利用にあたってのガイドライン（平成24年３月　環境省水・大気環境局）」に即しており地盤沈下の恐れ
がないこととする。
＊該当がない場合は「該当なし」と記載する。
【設備の管理責任者】
＊導入する設備の管理を行う者を記載する。

【BCP（業務継続計画）の策定状況等】（該当するいずれかのチェック欄にレ点でチェックを入れること。）

□策定済みであり補助事業と関連性がある
□現時点では未策定である


	＜事業実施スケジュール＞

	【事業の実施スケジュール】
＊事業内容と照らし合わせ、導入する設備ごとに作業工程を記載する。この欄には概要のみを記載し、詳細を別紙
としても可。
＊事業完了(支払完了)が2月末であることに留意し、事業開始日・完了日を設定する。
なお、本予算は、財政法（昭和22年法律第34号）第14条の三に規定する繰越明許費として、国会の議決を経てお
ります。ただし、繰越明許手続きについては、財務大臣の承認を得る必要があり、今後、環境省において当該手続
きを必要に応じて行う予定としております。


	＜その他＞

	【財政力指数】（該当するいずれかのチェック欄にレ点でチェックを入れること。）

□事業実施場所の当該自治体の直近の財政力指数が0.8%未満である

□事業実施場所の当該自治体の直近の財政力指数が0.8%以上である

【地方公共団体実行計画事務事業編の策定状況等】
＊実行計画名を明記する。
＊実行計画の策定状況（平成○○年○月に策定済み）を記載する。策定に向けて検討中の場合は、策定予定時期：
平成　　年度を記載する。
＊上記記載事項については、別紙３地方公共団体推薦書又は別紙４プロジェクト概要書より転記すること。

＊当該事業においては、地方公共団体実行計画事務事業編が策定済みであるか、未策定の場合は３年以内に策定予定
であることを必須条件とします
なお、地方公共団体実行計画事務事業編のマニュアルの改訂を現在進めており、
改訂次第、ＨＰ等を通じて公表を予定しております。



注１　本計画書に、設備のシステム図・配置図・仕様書、記載内容の根拠資料等を添付する。添付書類については、
すべてに通しの書類番号及びページ番号を付し、本計画書内に関連する添付書類番号（及び必要に応じて
ページ番号）を明記する。
注２　記載欄が少ない場合は、適宜行を追加して使用する。
注３　代理・代行申請は受付けない。必ず申請者（設備所有者）が申請すること。
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